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MURC Focus 
 

国家事業計画の推進を目指すロシアの新体制 
 

～プーチン大統領は2021年秋の総選挙を乗り切ることができるか 
 

調査部 研究員 土田 陽介 
 

○ロシアのプーチン大統領は１月15日の年次教書演説で経済の立て直しを実現すると宣言、翌16日に就任

したミシュスチン新首相は景気の浮揚を最重要課題に掲げ、国家事業計画を推進する方針を示した。 

○プーチン大統領には、実務家出身のミシュスチン首相の下で景気低迷を可能な限り早く脱し、2021年９

月までに実施される総選挙で勝利してスムーズな権力移行を図りたいという思惑があると推察される。 

○原油価格の動向や家計の債務問題など、ロシア経済を取り巻く環境は内外共に依然厳しく、ミシュスチ

ン首相には非常に困難なかじ取りが求められることになる。 

 
（１）国家事業計画の推進を目指すミシュスチン新首相 

ロシア景気は低空飛行が続いている。2019年の国内総生産（ＧＤＰ）速報値は実質で前年比

1.3％増にとどまり、18年の2.5％増から経済の成長が減速した。ロシアの景気低迷が続く主な原

因は原油市況（輸出）の低迷と欧米からの経済制裁の二点にあるが、プーチン政権が財政再建を

優先していることがそれに拍車をかけてきた（図表１）。 

 

そのロシアで、財政再建を見直す動きが見られるようになってきている。プーチン大統領は１

月15日の年次教書演説で経済の立て直しを実現すると宣言、翌16日に就任したミシュスチン新首

相は景気の浮揚を最重要課題に掲げ、プーチン大統領が18年に打ち出したものの進捗が遅れてい

る約27兆ルーブル（約47兆円）の国家事業計画（図表２）を推進する方針を示した。 

 

図表１．19年の成長率は1.3％増にとどまる 図表２．プーチン大統領が掲げた国家事業計画 

 
（出所）ロシア連邦統計局 

 
（出所）ロシア連邦政府 
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１ 保健 1,725.7 0.1 1,725.8
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19年から24年までを対象とするこの国家事業計画は13の領域にわたるが、基幹インフラの更新

や拡大といった短期的な経済波及効果が望み難い建設プロジェクトを中核に据えている。またそ

うした建設プロジェクトの５割以上の予算を民間資金で賄おうとしており、当初からその実現性

には疑義が呈されていた。 

 

しかしながら、これまでの財政再建や原油価格の底打ちを受けて、ロシア政府にも多少の余裕

が生まれた。今夏にもロシア政府は、政府系ファンドである国民福祉基金の一部を取り崩し、国

家事業で掲げられた建設プロジェクトに充てる方針である。こうした取り組みを受けて、ロシア

政府は成長率を３％台まで押し上げると意気込んでいる。 

 

 

（２）原油価格の動きに左右される国家事業計画の進捗 

景気の低迷にもかかわらずプーチン政権が景財政再建を優先した背景には、ロシア特有の政治

的・経済的な理由があった。原油市況への依存度が高いロシア経済は、原油安になると立ち行か

なくなる。ゆえに原油高の局面では、原油高の局面で上振れした税収を政府系ファンドに貯めて

おき、その後に訪れる原油安の局面に備える必要がある。 

 

この政府系ファンドの一つであった予備基金が2014年以降の原油安の局面で枯渇し、その再建

が急務となったことから、ロシア政府は財政再建を優先せざるを得なくなったのである。国民福

祉基金に一本化された政府ファンドは現在、原油価格の底打ちに伴う税収増などを受けて、ロシ

アのＧＤＰの７％近い水準まで規模が回復している（図表３）。 

 

７％を超える分に限って、政府はインフラ開発などにそれを当てることができると法律で決め

られている。言い換えれば、今後も安定的に７％を超えるだけの収入が政府にない限り、政府は

建設プロジェクトを進めることができない。そこでカギを握るのが原油価格の動向であるが、コ

ロナウイルス騒動もあり、原油価格が上昇する展望は今のところ描き難い（図表４）。 

 

図表３．持ち直してきた政府系ファンド 図表４．原油価格は軟調 

 
（注）19年央の急増は財務省からの繰入に伴う動きとされる。 

（出所）ロシア財務省 

 

 
（注）２月にはコロナウイルスの影響で50ドル台の一段安となって 

   いる。 

（出所）ロシア財務省 
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こうして整理していくと、結局のところロシア政府の経済対策の成否を握るのもまた原油価格

の動きということになる。今後、仮に原油価格が急落すれば、政府は建設プロジェクトをストッ

プせざるを得なくなる。経済対策の面でもまたロシアは「資源の呪い」に囚われており、危うい

状態にあると言えよう。 

 

 

（３）事実上の院政への布石を打ったプーチン大統領 

そもそも大統領が掲げた国家事業計画はその進捗が遅れていることで知られたが、その推進が

2020年の年頭に当たって大きく打ち出された背景には、ロシアの内政事情がある。現行憲法の改

正がない限りプーチン大統領は24年３月で退任、その後は下院議長への転出や与党「統一ロシア」

の党首就任などで事実上の院政を敷くとみられる（図表５）。 

 

政府系世論調査会社であるレバダセンターによると、有権者のプーチン大統領に対する支持率

（図表６）は１月時点で68％と一応の高水準を保っている。しかしその独裁的な政権運営が長期

化する中で、彼の求心力は都市部を中心に着実に低下しており、次期大統領選が迫るにつれてロ

シアで政治不安が高まる恐れが大きくなっている。 

 

図表５．今後の政治日程 図表６．有権者の約７割がプーチン大統領を支持 

 
 

 

 
（出所）レバダセンター 

 

 

 

長年タッグを組んできたメドベージェフ氏を首相職から事実上解任し、連邦税務局長官であっ

たミシュスチン氏を後任に据えたことは、実務家であるミシュスチン氏の下で国家事業計画を推

し進めて景気低迷を可能な限り早く脱し、2021年９月までに実施される総選挙で勝利してスムー

ズな権力移行を図りたいというプーチン大統領の思惑があると推察される。 

 

連邦税務局長官時代に徴税システムの近代化に努め、大幅な税収増につなげた実績を持つミシ

ュスチン首相に経済再生の白羽が立った形であるが、彼もまた主だった実績を上げられなかった

場合、プーチン大統領によって解任されるだろう。原油価格が安定して高止まりする展望が描け

ない現状では、そうした展開は十分あり得るとみられる。 
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（４）家計の債務問題には収束の兆しが見られず 

こうした中、景気の低空飛行や財政再建に伴う可処分所得の低迷を受けて、ロシアでは家計が

不足する可処分所得を補うために銀行からの借入を増やしている。直近19年第４四半期の家計の

債務残高は前年比18.6％増と、10月に中銀が銀行に対して与信のリスク管理の強化を厳命したに

もかかわらず、３四半期ぶりに増勢が加速した（図表７）。 

 

図表８のように物価が安定していることもあり、中銀は政府と歩調を合わせて今後も利下げを

進めるとみられることから、今後も家計の債務残高は膨張し続けるとみられる。思わぬ金利上昇

で家計が資金繰りに窮した場合、個人消費が悪化して景気が腰折れするリスクが意識されている

にもかかわらず、当局の対応は後手に回っていると言わざるを得ない。 

 

次期の総選挙は2021年９月までに実施される予定であるが、一連の問題をミシュスチン首相が

首尾良く裁くことができるかどうかが、ロシアの安定した権力移行の可否のカギを握ることにな

ると注目される。もっとも、ロシア経済を取り巻く環境は内外共に依然厳しく、ミシュスチン首

相には非常に困難なかじ取りが求められることになる。 

 

図表７．増加が続く家計の債務 図表８．物価の安定を受けて中銀は今後も緩和へ 

 
（出所）ロシア中央銀行 

 

 
（出所）ロシア中央銀行及び連邦統計局 
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